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現代資本主義と経済政策の課題

清水嘉治

I はじめに

現代資本主義の研究は依然1-_Lて未開拓な分野である。それはその研究対象

である現代経済社会の構造が複雑できわめて多様性をもっているからである。

そればかりでなしそれは従来の政治経済学が追求してきた体系をはるかに超

えた問題を提起しているからである。もちろんこれまでも現代資本主義論はか

なり活発に展開されてきた。現代資本主義論は古典的資本主義，さらに古典的

帝国主義と比較して， どの点で共通し，どの点、で変ったかという「発想」で議

論されてきた。とくに注目すべき論点は1960年代の現代資本主義の構造変化の

中で，なぜ1929年恐慌を再来しなかったかという発想で展開された。 1960年代

には，現代資本主義の高成長，科学技術の新展開，寡占体制の確立，所得草命，

大量消費などの諸問題をどのように評価するかという論争があった。 1970年代

には，国際通貨危機，石油危機の到来の中でのスタグフレ-'.;/ョン，公害・環

境破壊，国際収支構造の変化， I価格革命J，南北経済格差の拡大，多国籍企業

の支配などの諸問題をどのように評価するかの論争をみたし， 1980年代前半に

は，先進国聞の貿易摩擦，発展途上国の窮乏化，高度情報化社会の諸問題をど

のように評価するかの問題提起が執劫に展開された。

こうした現代資本主義の諸問題についての評価は未だに定着Lていない。し

たがってここでは第 1に，従来の研究の成果を踏えて，改めて現代資木主義の

問題群を整理L，どのような政策課題を残しているかを示してみたい。第 2に，

198日年代前半の現代資本主義は， 70年代の通貨危機と右油危機のインパクトを

う円ながら，先進国間の生産力の不均等発展を激化させた。それは古典的帝国
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主義時代ω列強聞の戦争による巾場再分割 Eはなく，商品と資本の相互進出を

通じ亡先進国の国際競争ガに応じた現代の市場再分割を可能にしている。こう

した背景の中でアメリカの諾資本の競争力の低下と日本の諸資本の競争力の強

化に基づく商品と資本のアメリカ市場への急速な進出が「日米経済摩擦」をも

たら Lている。現代資本主義休制下の先進国聞の生産力の不均等発展の現象形

態である日米祈=済摩擦の件格とそのギ要な政策課J!'iはどのようにあるべきかを

考察してみたい。あえて断っておくが本稿は現代資本主義論研究の経済政策論

的アプロ チの覚え書きであると同時に問題提起のための覚え書きである。

11 現代資本主義論の主要な問題群と政策課題

l 現代資本主義と恐慌対策の課題

現代資本主義論についての論争は，独占資本主義論，国家独占資本主義論の

段階規定から始めるべきだろう。だが段階規定といってもその内容上の評価は，

さまざまである。 ζ こでは， 段階論を論じることを主題とはしていなし、九わ

たくし自身は，現代資本主義体制を第 2次大戦後の資本主義発展の体制と考え

ている幻。したがって以トその問題群を示したい。

第 lは，第2次大戦後40年を経過した今日，先進資本主義諸国におい ζ1929年

の大恐慌の形態を経験していないのはなぜかという点である。もちろんこの40

年間に短期，中期の恐慌または不況を経験してきた。だが1929年のような深刻

な大恐慌を経験していないのはなぜか。この点の解明はいまだにされていない。

もちろん個別研究は深化しているにも拘わらず，依然として体系性をもった分

析は存在しないといってよいであろう。独占資本主義段階，国家独占資本主義

段階の恐荒の形熊変化を示しでも，現代資本主義の恐慌が深刻性をもっている

1) 商事賀義博編「独占資本主義論白展望」昭和53年。
お わた〈しは， 現代資本主義論を移行期の問題として把握する立場である。 この点， 部留重人

「体制変革の政治と政治経済学」昭和OR年， 155-156ベーシ。だがわたくしは， r市民社会制論」
を補充すべきだと考えてL、る。この点，清水着治「市民型経済政策の論且u昭和56与を参照され
fこし、。
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ことを解明していない。だが最近，一部の経済学者l土，現代資本主義において

も生産と消費のオ届を基礎とし誌がら，過剰生産恐慌の可能性を論じている。

例えば独占資本による加速度的蓄積が， f労賃，原材料，利子率の騰貴による

限界利i閏がゼロ状態 (f資本の絶対的過剰蓄積J) にたつすることによって資本

蓄積の限界点が酉される」とし，国独資段階でも独占資本の「価格安定化政

策」と国家の完全雇用政策との複合的作用の結果，労賃は騰貴しやす〈なって

いる。したがって現代資本主義のも Fで，独占と国家による経済の「計画性 1

が発揮きれでも，県慌を成熟化させているという見解であるヘ

だが一方，現代資本主義は， 1929年のような恐慌を回避する要因をもつこと

を認識するようになった。この点の理由は，現代資本主義の恐慌がさまざまな

経済政策によって緩和され，大恐慌の激発性，深刻性を弱めているからである

というべ先進国では， 国家， 地方自治体等による産業政策，エネノレギ一政策，

労働政策，社会保障政策，景気政策，中小企業政策，財政政策などが客観的に

恐慌回避作用を果しているであろうし，他方企業も投資計画，経済計画などを

通じて経済恐慌に対して予め自己防衛的手段を採用する上うになったからであ

ろう。にも拘bず，現代資本主義は不況期に直面すると中小企業， ときには大

企業の倒産，失業者数の増大を拡大再生産しているのである。したがって，現

代資本主義のもとでも，一方で過剰生産恐慌の可能性を潜在化しつつ，他方で，

それを回避する諸政策がとられている。この点今後も恐慌の可能性と実現性と

の実証的，埋論的研究ならびに政策的研究を必要とするであろう。とくに現代

資本主義と経済政策との課題は不透明のままである。問題は，労働者，市民ヲ

中心経営者，自立的経営者を主体とする経済政策士通じて恐慌をコントロ ル

できるかどうかという点にある。

2 現代資本主義と帝国主義政策の問題

3) 長島誠一編恐慌論・論文集「研究と教育」第4号，昭和60年。

4) 大内力「国家独占資本主義論」昭和45年， 199へージ。
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第 2は現代資本主事のもとでは「古典的」帝国主義の条件はきわめ E限定さ

れた範囲 Eしか作用しなてなった点である。それは次の理由による。①先進国

における民主主義諸制度の定着化によって，国家や独占企業の専一的な支配を

不可能にしていること，①発展途上国において反帝国主義の力量を強めている

こと，①社会主義国の多様性をもった発展と国連における発展途上国，中進国

の連帯性が強化きれていること， と〈に発展途上国を中心とする国連貿易開発

会議における先進国への経済自立化の条件担保の要求があることなどによる Q

こうした反帝国主義の行動様式を評価すべきであろう。もちろんこうした見解

に対してアメリカが「自由主義陣営」擁護という旗印のもとに NATOをはじ

めその他の「自由主義国」との「安全保障」という名の「軍事条約」を結び，

国際的;帝国主義の支配力を行使1..-， I産官軍」複合体を形成している事実を踏

えて現代帝国主義の支配を強調する見解もある。最近のアメリカ経済の停滞に

も拘らず，軍事力を背景にしたアメリカ企業の世界市場支配を重視する見解も

ある。だがそれは古典的帝国主義の支配の論理とはその内容と機能を異にして

いると考えるべきであろう。むしろ世界の勤労者・市民・自立した経営者の共

通した要求は，米・ソの軍拡から軍縮への路線である。今後この点の条件を経

済的，政治的にどのように作っていくかにある。したがって問題は，現代資本

主義のもとでの帝国主義政策主制限し，内外間わず，平和と福祉の保障を拡大

1..-， I限られた範閲」で作用 Lている帝国主義の経済的基盤を取り除〈政策体

系を示すことではあるまいか。

3 現代資本主義と多国籍企業規制の課題

第 3は「古典的」帝国主義論で展開された国際独占体の支配による世界市場

の分割，再分割の論理に代って，戦後資本ギ義の構造変化を遂げたといわれる

1960年代から今日までの世界の資本市場，商品市場をめぐる多国籍企業聞の競

争，抗争を激化させる論理が支配するようになった点である。現代資本主義の

もとで，アメリカ，西ドイツ，イギリス，日本，オランダなどのそれぞれの国籍を
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もつ大企業が 2か国以上の固にまたがって，生産，販売活動を展開しているこ

と，さらに多国籍企業は付加価値，純利益，従業員，総資産などの指標でかな

りの高い比率を海外部門で占めてし 1 ることを特徴としている。多国籍企業は，

極大利潤獲得を目的とし，当該部門における生産，販買の増大のみならず他の

諾分野に千をだして市場支配を企図し，同時に国内における他の企業との競争

を外国市場においても展開することを特徴としている日。多国籍企業は「生産

の国際化Jr流通の困際化Jr消費の国際化」を通じて「資本の国際イヒJ r技術

の独占化」による而場支配の行動様式を示している。今日多国籍企業は国内外

市場を悶わず世界市場を支配する資本のネットワークをもち，さらに国家主権

を利用L， r従属」する力量をもっている。したがって先進資本主義国家聞の

経済的，政治的インタレストの利用，多国籍企業聞の抗争，多国籍企業による

発展途上国の原料資源支配を通じて現地との矛盾関係，多国籍企業間の同盟と

対立，多国籍企業内部の緊張と協力関係を作りだしている。と〈に R ギルピ

ンのいう「追いつめられた国家主権J"の問題をナショナリズムとイ y タナシ

ョナリズムの論理でどう規制するかが問題である。わたくしは，国連次元でこ

そ多国籍企業の国家主権への介入をどう規制するかを緊急の課題とすべきであ

ると考えている竹。発展途上国の多国籍企業への厳しい要求を知るならば，

1962年，第171ill国連総会で採択された「天然資源にたいする恒久主権」宣言ヲ

1974年12月第92回国連総会で採択された「諸国家の経済的権利義務憲章Jにお

ける多国籍企業に対する規制を想起すべきであろう。後者においてはこう主張

している。 r自国の国家管轄権の範囲内で，多国籍企業の活動を規制，監督l，

またその活動がその国家の法令および規制を遵守じ，かっ白閏の経済社会政策

め この1点，宮崎謹一「現代資本主義と4多国籍企業 L 昭和57年， 佐藤定卒「多国籍企業の政治経
済学 L 昭和58年， 杉本昭七編「現代資本主義の世界構造」昭和田年> J. M. Stopford， J. H 

Dunning and K. O. Haberich， The World Directory of Multin:uional Enterprises. 1980 

を参照されたい。
6) R. GHpin， U. S. Puw巳r1illU the Multinational Corporation， Ch. IX， 山崎清訳「多国籍企
業没落論」昭和52年>210へ ジ。

7) 清水嘉治，世界経済と多国籍企業の正要な問題点 「随経論叢」第四巻第l号』昭和田年10月，
187~21Oヘジ，を見bれたい。
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に合致することを確保?るための措置をとることヲ多国籍企業は受け入れる国

の内政に干渉してはならない。いかなる国家も，その主権を十分に尊重しつつ，

憲章に定める権利を行使するにあたっては，他の国家と協力すべきであるJ"

と。これは途上国の資源に対する自国の主体的判断で，生産計画，投資計画，

価格決定をする権利を主張したものである。現代資本主読の担い手である多国

籍企業を開民福祉の充実の視点にたってどのように変草すべきか。それは今後

の主要な国際経済政策の課顕である n

4 現代資本主義の新3大病とは何か

第 4に，現代資本主義は一方で古典的資本主義の 3大病である「貧困ヲ失業，

恐慌」とL、う問題を「高度成長」期に部分的に克服しつつ70年代の低成長期に

は「公害・インフレ・疎外」の新しい 3大病を体質的にもつようになった点で

ある。もちろん「貧困，失業，恕慌」の問題は依然として残っているが，制度

的に形態変化を遂げていることを認識すべきである。さらに70年代の後半には，

「貧困」から「大量消費」に対して「新環境破壊・資源枯渇・都市問題」を主

要な課題とするようになった。 r恐慌→高成長→所得革命」の路線に対応して

lスタグプレーショ γ 国家財政危機・分配の不公平」を深刻な課題とした。

さらに「失業→完全雇用」に対応して「構道的失業と情報管理社会」を王要な

課題としている。

整理するとこうなる。 1960年代から70年代にか付ての現代資本主義は成長政

策によって大企業の資本蓄積を促進すると同時に，相対的に労働者の雇用機会

を増大し，所得上昇に基っく「消費革命」をもたらしたu 一方，現代資本主義ば

成長政策を持続すればするほど，インフレ・公害・環境破壊の増大の体質をもつ

ようになった。それだけではなく国際的には町不等価交換の貿易十拡大し介。の

みならず資源危機，食糧危機を醸成した。この問題は今日でも継続している。先

進国における公害・環境破壊の元凶は，基本的には巨大資本間の過渡の競争の激

8) 高野雄 小原嘉雄編「国際経済条約集J，昭和国年， 287ベージ。
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イロの結果によるものである。近代経許学の手法でいえばこうなる。公害は公害

関係の企業が，自己のをと産費f流通費を節約するため外部経済を内部化し，内部

不経済を外部化することによっておこったものである o とくに日日年代の高度成

長期の重化学工業の生産様式は，社会的費用を市民に負担することによって公

害の増大をもたらしたu つまり公害の激増すなわち「市場の欠落」を反社会化

することによって現代資本主義は干の「生命」を保持したのである。 70年代に

は，反公害市民運動，主要大都市の公害対策の「成果」によって大気汚染の元

凶である硫黄酸化物の総量は低下した。だが，新たに窒素酸化物の総量の増大

により， 7大都市では環境基準を突破し，深刻な大気汚染状況下にある。その

発生源は主として自動車の排出ガスによるものである。大都市における白動車

保有台数の増大が走行量増大となり二酸化窒素をまきちらす結果となっている。

7大都市の自動車公害は深刻になっている。その他大・中都市における河川の

汚渇も環境基準を上回っている。現代資本主義は，生産過程，流通過程，消費

過程でも公害問題を発生させるメカエズムを作っている。のみならず70年代に

は先進国が途上国への資本輸出に伴う現地生産の過程で公害を発生させている。

こうした問題をどのように解決してし、くかが政策課題として間われている。

品 現代資本主義と人間疎外問題

第 5は現代資本主義が作りだしている人間疎外の問題である。現代資本主義

が企業社会 tあればあるほど，企業ないし資本による人間の疎外が全生活への

インパグトを及ぽす。それは先進国の内部だけでなく資本の回際化，社会化に

よる先進国聞ないし先進国と途上国聞におけるそれぞれの人間と人間との連帯

感を奪う。現代資本主義は，企業内においても介業外においても，労働者，市民3

経営者の白らの本来的向由者奪うがステムを作りだしている。この問題の根底

的原理ば， 1844年にマルクスの『経済学・哲学草稿』で示された。まさに卓見であ

る。つまり「疎外にかんする 4つの規定」をあげた。それは，労働生産物の疎外，

労働の(自己〕疎外，類の疎外，人聞の人聞からの疎外である。今日，これら 4
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つの疎外の関連性をどのように位置づけるかの問題は経済学説史上の問題であ

る。だが現代資本主義下め人間疎外問題は古典的資本主義の疎外問題とは，時

代背景ならびにその機能が著し〈変化している。現代の疎外とは，現代社会に

おける科守'技術の急速な発達によフて人聞の労働，その他人間の活動が作りだ

した人間自身の対立と Lて存在Lている点にある。その対立とは，人間の租tlか

ら現代の資本主義のメカニスムをコントロールできず，逆にそれが人聞を支配

しているという点にあるn 現代資本キ義のもとで， との人聞の人聞からの疎外

が普遍化した点にある。この問題をどう克服するかが今後の課題である。前述

したように現代資本主義が企業社会である以上，諸資本による人間である労働

者・市民，経営者応対する支配，管理のネッ}ワークが進む。とくに先端技術

産業の発展は，情報管理社会を貫徹する。国家と地方自治体によるプライノ、 γ

一保護法ないし条例を具体化Lないかぎり，人聞は情報管理社会の道具になり

かねない。現代資本主義が情報管理化社会になればなるほど，同時に労働者，

市民，自立経営者は自治と連帯によって管理社会に対する抵抗，参加の原理を

作り出さざるをえない。現代の経済学はこの問題を避けて通れないであろう。

現代資本主義における疎外が普遍化すればするほど，労働者，市民，経営者は

どのようにして人間性の回復をすればよし、かを真面目に考え，行動せざるをえ

ないQ 見代資本主義における新しい労働の疎外，人間の疎外，経営の疎外の問

題は，きわめ ζ大きな課題であり，経済社会の問題だけでなく，現代文明の根

元の問題でもある。この問題をどう究明するかが，いま問われているのである。

現代資本主義論の課題は政治，経済，社会，文化など市民の企生活の分野にわ

たった問題であり， とくにこの謀題に対抗するには，一貫して市民社会の生命

である草の根民主主義をどのように構築するかにあるo

日 現代資本主義と通貨管理体制改革の課題

第 6の問題点は，現代資本主義の通貨管理体制の動揺の問題である。次の問

題点でも解明するが， 1971年のニクソン・ショッタ以降，従来の世界経済を通
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貨の面で支えてきた IMF体制は，実質的に機能を低下させた。固定為替相場

制から変動為替相場制への移行は， 1944年のプレトンウッズ体制の自己否定で

あり，さらに戦後のドノレ中心体制jの崩壊であり，アメリカ資本主義の経済構造

の新しい危機の自己表現でもあった。現代資本主義のもとでの為替相場の変動

にともなう為替リスクが増大する以上，各国は貿易，資本取引の不安定性の構

造を作り出す。したがって国際収支の不均衡は，為替相場の騰落を!illじて，一

点で自動的に，他方t先進国の中央銀行または財政当局によコて政策的に管理

されて作用している。現実には，先進国の財務担当者の「政策」的介入によっ

て不均衡を調整している。もちろん，原則的には国家が市場に介入する力能を

喪失した変動為替相場制は，国際経済の不安定性のも kで，為替投機を助長す

る性格をもっている。こうした為替投機を左右しているのは多国籍企業と多国

籍銀行幻である。変動相場制下の投機圧力は，強い通貨国と弱い通貨閏の不均

等発展を促進する。それだ円ではない。アメリカの通貨政策は，本来弱体化し

たドノレ体制Jを， 国家権力機構や世界銀行， 第 2仕銀， OECD資金運用部の

円ックを借りて「強い通貨」として位置づけている。その事例は， 1980年代の

「ドノレ高・円安J Iドノレ高・ 7 ノレグ安」に端的に表明された。現代資本主義下

の変動相場制は，為替相場の騰落作用を通じて各国の国際収支構造にイ γ パ

クトを与えるだけでなく経済的不均等発展を助長させる性格をもっている。し

たがって戦後ドル中心に世界経済を支えた国際通貨体制は現代資本主義の価値

法則を管理し，支配してきた。だから今日この体制が実質的に崩壊している以

上，現代資本主義は価値法則をきわめて歪曲した形で貫徹させざるをえなくな

っていると同時に，その通貨管理の力能の限界を示しτいる。したがって現

代資本主義は国際通貨体制の危機を克服し，新しい通貨体制をどのように構

築するかが問われ亡いる。 1閏支配の通貨または先進国の通貨の』論理からで

はなく国籍をもたない中立的国際通貨制度をどのように構築するかにある。

先進国，社会主義国，途上国が参加した新困際通貨制度を考えるべきであろ

9) 関下稔，鶴田広巳，奥田宏司，向寿一「多国籍組行の研究」昭和59年を見られたい。
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7 現代資本主義とスタグフレーションの課題

第 7はいわゆるスタグプレージョンの問題である。この現象は古典的資本主

義には見られなかった現代資本土義の新しい課題である。 λ タグフ νーション

は，もちろん石油危機によって引き起こした偶然的山来事ではなく，また循環

的に解消してしぺ経過的なものでもない。 昔日の経済学者によると 7，タグプ

レージョンは r資本過剰(~低利潤率・低操業度〕と人口過剰(高失業率〕

と物価騰貴とが同時的に発生Lている経済状態JWであると定義されている。

このまE義自体は問題ない。ではなザ70年代において，先進国が共通に同際通貨

危機と石油危機を契機として不況下での物価騰貴をもたらしたのか。この現実

的構造的要因は明らかにされていない。国家独占資本主義の構造的諸矛盾の累

積過程を通じてλ タグプレーションを解明すること自体に異存はない。問題は

きわめて具体的な性格を示すことによって解明できるのではないか。 y、タグプ

レーションの定着化の出発点は1971年のニクソンの新経済政策と1973年末の，

OPECの石油価格値上げ政策にあった。前者の政策は一方で第2次大戦後の

世界経済を通貨の面で支えてきた IMF体制かbの実質的離脱と世界経済を貿

易の面で支えてきた GATT体制の実質的放棄にあった。つまりニクソンの新

経済政策は一方での金とドノレの交換停止宣言と他方での保護主義の選択にあっ

た。国際通貨危機と「自由貿易」体制jの危機は，その後1973年の石油危機に構

造的に連鎖反応を示したのである。後者一の右泊危機は，先進国における工業生

産物の価絡騰貴をもたりし，さ bに途上国における外貨不足による先進国の工

業品購入を半ば困難にした。このことが途上国の 1次産品の価格の不安定性を

もたらした。ももろん産j出発展途上国と工業原料資源保有の発展途上国は，燃

料，原1'+11間格の値上げをiilじて外貨収入を増大させたが，非産油発展途上国は

10) 清水嘉治「世界経済の新構図j昭和!":iR年，第2章，第3草を見b札たい。

11 ) 長島誠一「現代資本主義の梧環と恐慌」昭和56年. 3ベージ。
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共通に外貨不足と l次産品の輸出減に直面L，加えて人口増と工業化の停滞の

中で月タグフレーションのインパクトを傑刻に受けたのである。石油危機は先

進国における重化学ム業の不況をもたら Lただけでなく経済全般における不況

局面を恒常fじさせた。乙うした不況下の中で，先進国と中進国は消費者物価の

騰貴，失業率の増大，設備投資の停滞，生産性の低下をもたらした。つまり産

油発展途上国，資源保有発展途上国のそれぞれの燃料，原料の価格騰貴圧力が

先進国の価格上昇メカニズムをもたらし同時に消費減退，生産性低下，失業

率増大の経済体質を作った。土れがエタグフレ -:/aγの構造である。一方国

際収支構請は，先進国の赤字，産油国黒字，途上国赤字，社会主義国赤字のメ

カニズムを創出した。さらに1970年代後半に入って先進国の月タグプレーショ

:.-'1こ対する政策的対応の相違は米，英，仏の国際収支赤字国と日，西独の国際

収支黒字国の二極分化を，さらに強い通貨と弱い通貨の多極化現象を示した。

1970年代全般における現代資本主義下の国際通貨危機，国際石油危機の構造

は先進国内部の経済体質の管理化を求めただけでなく非産泊発展途上国の窮乏

化体質を作り上げた。こうした問題をどのように分析するかが残された課題で

はなかろうか。

8 現代資本主義と南北問題の課題

第 8の問題点は，従来の現代資本主義の陥葬といわれる南北問題究明のアブ

ロ チである。従米の現代資本主義論は，第 2次大戦後40年間にわたる先進国

の経済構造の変動を対象にしてその性格づ刊を行ってきた。だが現代資本主義

の世界体制ないし世界構造'"の分析は重視されてこなかった。現代資本主義が

現代資本主義としての生命を保持してきた基盤は，国内市場のみならず対外市

場との連動装置作用に依存してきたメカニズムにあった。この点の問題意識を

もたずに現代資本主義論の展開は不可能であろう。

周知のように第2次大戦後，植民地体制が崩壊し，年くの発展途上国は政

12) 木下悦二「現代資本主義の世界体制」昭和56年，第5章を見られたい。
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治的に独立したが経済的自立は遅々として進展せず，さまざまな形態で先進国

の経済援切に依存してきた:にも拘らず芽産油発展途上国，中進国の「経済発

展」を除いて，その他の途上国はおしなべて~業化は余まり進んでいない。

1980年代になって先進国と途上国の経済格差は深まるばかりである。現代資木

主義論は，北側の先進国と南側の発展途上国の経済的格差をどのよ号に克服す

るかを政策課題として示していない。前述したように196四年代， 1970年代，

1980年代前半のそれぞれの年代における途上国の発展の形態と内容は多様性を

も勺ている。 70年代後半から初年代にかけて先進国の経済援助によって工業化

を進めた中進国は，今日ではその半数以上が債務累積国家である。 もちろん

1960年代になって，米・ソの両陣営に対して相対的独自性をもって登場した第

三世界は， 貫して自立と連帯を要求している o 1964年の第l回国連貿易開発

会議の主張がそれであった。その基礎は1963年秋の国連18回総会での途上国に

よる先進国に対する次の主体的提言にあった。①途上国の輸出を妨げる障壁，

制限をできるだ町早い機会に除去すること。②途上国の工業国に対する 1次産

品の輸出量を加工J未加工を問わず増大させること。③途上国の製品，半製品

輸出市場を拡大することc ②より適正な資金源泉をより好条件で提供し，途主

国の発展に不可欠の資本財および工業原料の輸入をふやすことができるように

すること。⑤途上国の貿易外収支を改善すること。とくに運賃保険支払いおよ

び債務負担額を軽減すること。⑥制度的な協定について改善をおこなうことな

どである。

ζ うした決議を踏えて UNCTADが形成されたのである。 ζ の要求はすべて

の点で今日でも生きている。この当時の途上国の経済自立の経済学はプレピッ

シュの理論によコていた'"。それは途上国の 1次産品の交易条件恵化論であるυ

この悪化論原因は技術進歩の不均衡にあった。歴史的には世界経済は工業中心

地域と 1次産品供給国の周辺国との不均等発展にある。技術進歩の捧異の原因

13) 羽鳥敏彦，UNCTADの経辞学，小野 一郎編「南司t問題の経済学」昭和五年第2章。R.Prebish， 
“Commercial Policy in the Underdeveloped Countries. American Econornic Review. May 

1959. P. 251 
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はこうである。工業製品に対する需要の強力性は. 1次産品に対する需要の弾
恥

力性よりも大である。つまり工業製品の増大に伴って技術が発達し，所得を上

昇させるが 1次産品需要は相対的に低落する。だが現実には 1次産品の生産性

は高い。ところが途上国の人口増大のために所得は低し、。一方先進国は園内の

一次産品の価格支持政策や援助政策 c途上国の 1次産品の輸入を妨げる。乙

うした経済の論理が続くかぎり，途上国は窮乏化を余儀な〈される。現代資本

主義の論理はまさにこれである C だから ζ そ，先進国の望む 1次産品について

生産カルテルを結び， 自国の経済自立に役立てるべきな日である。 196日年代の

途上国の自立の論理は，援助も貿易も途卜国の自立を前提にするものであった。

このことは70年代に入ってより強力な連帯の論理と行動を示すようになる。私

たちは. 1972年の諸国家の権利義務憲章〔エチェベリア憲章)の制定. 74年 4

月の国連資源特別総会での資源に関する恒久主権の確立宣言. 75年 2月アフリ

カの十一ゴ共和国の首都ロメでの EC諸国と ACP46カ国とが締結した第 1次

ロメ協定，ここでの輸出所得補償制度をもり込んだ 1次産品価格安定化宣言，

76年 5月のケニアの首都ナイロピで開かれた第4回 UNCTADでの 1次産品価

格の安定化を中心とする先進国に対する諸要求を改めて評価しなければならな

い。と〈にナイロピ総会で討議された「第 1次産品総合計画」では18品目の 1

次産品をもって国際緩衡在庫をつくり，商品ごとに価格帯を設けて，価格が価

格帯の上限に達したときは，在庫を放出して相場を下げ，価格が価格帯の下限

にきたときは，逆に在庫を買い入れて相場を上げる方式である。途上国はこの

在庫を賄うために先進国に「共通基金」を設置する ζ とを提案した。この提案

は，現代資本主義の担い手である多国籍企業に対する規制だけでなく，石油危

機以後， 1次産品の輸出不振と外貨不足に直面している途上国の具体的経済自

立の要求でもあった。だがアメリカはこの提案に 貫して反対し，アメリカ多

国籍企業を利する「困際資源銀行」を提案Lた。だがこの提案は，途上国と社

会主義閏の反対にあってつぶきれた。日本と西ドイツはアメリカに同調Lて反

対 L，結局「共通基金」構想は実現しなかった。このナイロピ総会の哲学と経
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済学は， 1974年 5月1日の「新国際経済秩序の樹立に関する宣言」に茎づいて

いることはもちろんである。この宣言は現代資本主義に対する途上国の変革の

思想であり，途上国の現代資本主義改革のための経済政策の基本路線である。

「宣言 JH) の前ぷの思想を紹介し亡おく。

「すべて人民の経済発展と社会進歩を促進しようとする国連憲章の精神， 目

的及び原則に留意し，その経済的及び社会的体制にかかわりなく，すべての国

の問における公平，主権平等，相互依存，共通利益及び協力に基礎をおき，不

平等を是正し，現存する不E義を無ぐし，先進閏と発展途上国の拡大しつつあ

る格主主を除去し設びに，現在，及び将来にわたる世代のために経済社会発展

及び平和と正義を着実に促進することを確保Lうる新国際秩序の樹立のための

作業を緊急に行うとのわれわれの 致した決定を厳粛に表明し，この目的のた

めに」宣言を表明した。 この宣言は， 新植民地主義が途上国の発展の障害に

なっていることの表明である。それは，現行の国際経済秩序のもとでは南北聞

の格差を拡大するばかりであるとL、う認識に立っている。だから途上国が参加

した新国際経済秩序を確立しようというのである。ここには，現代資本主義に

おける通貨危機，石油危機に対する深刻な認識がある。こうした二重の危機か

ら脱出するためには「国際社会に関するすべての決定の形成と適用への途上国

の積極的で，完全かっ平等の参加を必要としている」ことを強調する。当然の

ことである。一方，それはきわめて現実的な政策対応も示してL、る。例えば先

進国と途上国との「相;ι依存」関係の強調である。，先進国ω繁栄と途上国の

成長及び発展との同には，密接な相主連関が存在し，-，wびに国際社会全体の繁

栄がその構成員の繁栄に依存している。開発のため国際協力はすべての国が分

かち会うべき目的であり，共通の義務である」とも述べている。

こうしてみると，現代資本主義における南北問題の課題は，新国際経済秩序

の政策を具体化することにあろう。先進国は途上国の諾要求を正し〈受け Eめ，

自立，連帯，平等の 3原則に立った国際経済政策を体系化することにあるので

14) United Nations. the New International Economic Order. 1974 
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はあるまいか。わたくしは，現代資本主義の変革の道もここにあると考えてい

る。現代資本主義の世界構造を支える国際的不等価交換の改革の経済学を樹立

することにあろう。従来の現代資本主義論の陥奔はここにあったというべきで

はなかろうか。

以上，現代資本主義についての主要な問題点を摘出したが，今日の学会水準

においても，こうした問題群に対して， どのように対峠していくかが問われて

いるのである。もちろんこ号した問題群以外についても個別的な問題について

は依然として不解明な分野を残Lている。ここでは省略したい。

では，こうした問題群についていま重要な課題は，現代資本主義に対して，い

かに変わったかを示す作業からいかに変革すべきなのかという政策展開を必要

とし口、るのではあるまいか。つまり現代資本主義の難聞を労働，市民，経営り

論理から追究するのみならず新しい下からの経営の論理で究明し，新しい国内

経済政策のみならず新Lい国際経済政策を提示すべきではな》、かと考えている。

以下，前節で示した現代資本主義のもたらしている問題群を秘めて，最近の

資本主義と内外経済政策の課題を， 2つに限定して論じてみたい。 第 1は最近

の日米経済摩擦をめぐるアメりカの政策主体は何か。第2は 最近のレーガン

政策の中心課題は何かという点である。

III 現代資本主義と当面の経済政策の課題

一一日米経済摩擦をめぐる政策主体とレ ガンの経済政策を中心に一一

現代資本主義の経済政策の主体は，国家と巨大資本，さまざまな圧力団体で

ある。巨大資本といっても現実には大企業グループの資本の人格化された形態

で，一般には財界に代表されるであろう。国際通貨危機と石油危機に対応する

国際経済政策の主体ふ関係業界，圧力団体と政府のさまざまな利害調整の中

で発揮きれる。例えばアメリカ政府はドノレ防衛策と保護主義を選択し， 日本，

カナタは，アメリカとの調整を前提にした開放策を， ECはEMSの独自な政

策と EC全体のエネノレギー防衛策を選択する。こうした政策選択の主体は，そ
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れぞれの政府と巨大資本を中心とする関係業界団体で形成される。

最近の日米貿易摩擦に関する両国政府の政策選択をみると，アメリカは関係

業界とロピイストの圧刀に基づいて議会と政府が対日市場開放要求の主体にな

り， 日本は，業界と通産省と政府が主体になって対応している。

ここ℃最近の日米摩擦をめくる政策問題をみてみよう出。 1984年の日本の対

米貿易黒字は370億ドルである。この事実を契機としてアメリカの財界，議会，

政府は，一体となって日本に対して「市場開放」を要求したO もちろん1970年

代に日米貿易摩擦が表面化した。例えば，日米繊維摩擦，カ 7ーテレピ，鉄鋼，

牛肉，オレンジ，電算機，半導体 (1979年〉などをめぐる日米貿易摩擦があり，

1980年代になって，アメリカは，日本車の自主規制，タハコの関税引下げ，牛

肉，ォーレ γ ジの完全自由化の要求，オートハイの輸入課徴金， 自動車の自主規

制延長，通信機訴など 4分野の市場開放を要求した。周年1月になってアメリ

カ商務省が84年の対日貿易赤字が368億ドノレで過去最高であると発表した。 84

年 3月に，通産省は対米自動車自主規制]を事実上継続すると発表した。その枠

は230万台で 1年限りとした。 85年 3月に， アメリカ上院は「貿易不均衡」問

題で対日報復決議案を全会一致で採択した。同年4月に， 日本政府は通信機器

など 4分野を中心とした対外経済政策〔第7次対策〕を発表した。その後もア

メリカ財界， ロピイストは，議会に対して日本の「市場開放」は不充分であり，

「対日報復」法案を出すべきであると要請している。

アメリカ議会は， 日未聞の深刻な貿易不均衡に対抗する対日報復法案，貿易

関連法案を準備したのである。この背景には，アメリカの関連企業と労組の指

導者層がロピイ兄トと結びつき，議員を動かし，対日報復を要求するよう政府

に働きかけるシ九テムがある。繊維，鉄鋼，自動車，半導体といった輸入攻勢

をかけられている製造業の経営者，労組による議会への働きかけだけ Eなく，

ドノレ高による輸出不援巴不況下にある農業団体による議会への働きかげもある。

15) 詳しくはj 清水嘉治j 日米貿易摩擦の性格とアメりカ経済危機の構造， I商経前叢」第21巻第
1号，昭和60年10月を見bれたし、。
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1985年10月末時点で，アメリカ上院には60本， T院には約3C日本り貿易法案が

準備されているという。その性格をみると 4つの分野にわかれている。第 1

は「外国からの輸入攻勢に対する園内産業主主済策の強化」に関する分野の法案

である。 i輸入に関する被宮があるとき」相殺関税(1974年の通商法による〕

や反ダンピ Y グ税(通商法202，203条〕をかけやすくする措置である。第2は

国内産業保護政策に関する分野の法案である。例えぼ繊維・同製品貿易法案-r

カナダ， ECを除いて令地域に対して厳しい輸入割当てを実施する法案である。

木材，ガソリン，銅，靴も含まれている。第3はアメリカの輸出市場参入促進

に関する分野の法案である。アメリカの海外市場参入に対する権限を大統領に

与える法案で，アメリカの貿易赤字が一段と悪化するのを食い止めるため大統

領に「適当で可能なあらゆる措置」を取ることを義務づける法案である。日本

製の自動車，通信機器，エレクトロニグスなどがその対象になる。 第 4は貿易

問題一般に関する分野の法案である。個別企業，製品別の貿易赤字対策では，

巨額の赤字削減が不可能であるから輸入課徴金25%を賦課しようとする法案で

ある。

こうしたアメリカ自tiの対日報復案，輸入課徴金法案を提出する背景をみると，

アメリカ産業の国際競争力低下に基づく関係業界と議会，政府の焦りがある。

アメリカ政府は一方で，対H強硬政筑をコ γ トロ ノレしつつ，他)Jでそれを武

器にしつつ，日本の市場開放を要求している。

乙こにアメリカの対外経済政策， とくに対日貿易政策選択の保護主義的論浬

がある。その政策の主体は，対日貿易業者であり，製造業者であり， それらの

インタレストグループであり，それを吸収して対日報復法案を提出するのが議

会であ 1)，その調整力を発揮するのが政府である。総じていえば，アメリカに

代表きれる現代資本主義の経済政策の主体は，産業資本と銀行資本と議会とロ

ピィストの一体化する国家である。

他方今日の資本主義の共通した課題は， 1970年代後半以降表面化した国家財

政危機をどのように克服するかにある。それは従来の現代資本主義の成長型財
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政の機能が世界不況の中で低成長経済に入り，財政収入の低下をもたらしたに

も拘らず財政支出増の構冶をもつようになったからである。とくに先進国は，

赤字体質の国家財政の中で，増大する防衛費に，国民生活を苦しめている。そ

の典型的事例jがやはりアメリカである。 1981牛に政権を獲得したレ カン大統

領は， 1000万人以上の失業者，労働生産性の低下，国際収支の恒常的赤字，労

働意欲の低下，軍事費の増大の中で，積極的な個人所得税減税と投資読者説を断

行したυ 一方，教育，福祉関係費を切りつめても I強いアメリカ」のために

「軍拡」政策を選択した。 83年には，約1000億ドノレの犬幅財政赤字十計上したe

他方この政策によって， I景気回復」を実現した。前述した個人所得税減税と投

資減税政策は，住宅・建設産業，自動車，電機，石油関連などの主要産業のみ

ならず消費財産業の需要を活性化させ，同時に日本， EC，東南アシア，その

他の地域からの輸入増をもたらした。だがこのメカユズムがアメリカの貿易赤

字を増幅する要因となり，それが一時的には法人税，所得税の増大を誘因する

が，軍事費拡大に追いつかず赤字を増大させた。それが園内の金融貯蓄のかな

りの部分を吸収した。したがって，財政赤字に基づ〈景気回復に伴い民間資金

需要が活発化L，金利主上昇させた。この高金利政策が日本， ECなどの短期

資金の流入を促進させl 貿易赤字を加速化させた。すなわちアメリカの財政赤

字→高金利→ドノレ高→外国資本の流入→貯蓄不足補てん→経済の硬直化→輸入

増というアメリカ国家権力による i帝国支配循環」のメカニズム政策を選択し

た。この構造を「から変革しない限り，アメリカの貿易収支赤字は解消しない

であろう。 ιι に現代アメリカ資本主義の陥穿がある。

ょの点は. 85年 2月4日に発表された第E期のレ -7f:/の経済政策， とくに

干算教書にも端的に哀明された。 1986年(推計〕の連邦予算の歳出は9737億ド

ル，歳入は7937億ドノレで，財政赤字は約180C億 Vノレである。歳出の前年比1.5%

増で物価上昇中を引〈と実質 3%のマイ十九である。とわをみ品限 11超緊縮予

算である。 1986年度アメリカ連邦政府の会計年度の財政収支をみると，歳出に

抑制措置をとらないとすれば，今後5か年間に赤字は2日00億ドルになるだろう



現代資本主義と経済政策D課題 (335) 51 

という。 86年度の予算案の歳出項目で目立つのは国防費で2857億ドノレ，対前年

度伸び率12.6%で， 他の項目.を引き離し， トップであり，全予算構成比の29.3

%である。この国防費に次くのが社会保障費および医療保険費で2694億ドノレ，

前年度比4.8%増で，全構成l七の27.7%である。その次ぎが国債利払いで1435億

ドノレ，前年比仲び率9.3%，構成比14.6%である。この借金の利子は毎年増加す

る。国債残高は， 1986年度末に 2兆740億ドノレ，なんと日本円で510兆円である。

国債利子払いの増加にともなって予算全体が窮屈になる。一方，アメリカ国民

の生活関連費は抑制されている。土〈に商業件宅金融関係費22億ドノレ，前年比

マイナス63%，都市・地域開発費73億ドノレ，同マイナ -"'15%，教育・訓練・雇

用・社会科学関係費293億ドノレ，同マイナス3.6%，農業対策費126億ドノレ，同マ

イナス37%である。したがってアメリカのジャーナリス lが86年度の予算案を

「超緊縮J，r軍肱・民縮」型予算と批判した附のは当然、である。ベーカー財務

長官が「増税ではなく，景気拡大と連邦予算支出抑制Jによって，財政赤字を削

減する」といっても，レーガγは現実に教育費，福祉費を減らし，軍事費を拡

大する政策を選択した。レ ガン政権を支持しているドーノレ共和党院内総務は

このレ ガγ連邦予算を批判して5.9%増の軍事費の対前年度比伸び率を 3%

に圧縮すべきであると提案した。

乙うして，アメリカは83~85年上半期の景気回復過程にあるにもかかわらず，

未曽有の財政赤字1800億ドノレを組むという矛盾した性格を示した。寡占体制経

持と国家の硬直した経済政策を採用する限り，アメリカ経済の活性化の再来は

不可能芭あろう。

いまアメリカ政府は寡占企業主体の経済政策から国民の生活，福祉の量・質

向上の経済政策への選択路線を歩むべきであり，それにはソ連との軍拡競争で

はな〈平和・軍縮競争を大胆に選択すべきである。レ ガン政府は当両国防望者

10%を削減し国民の生活・福祉型公共投資に回わし国内需要を拡大するこ

とである。この政策選択を採用すれば財政赤字帽を少なくし金利を下げ国内の

16) News、町ek，February 11， 1985 
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産業活動を活性化することができるであろう。

レーガン政権が軍縮の遣をえらび，国民生活と非寡占企業の活性化の政策吉

採用しない限り，国民は軍拡路線白犠性になり，財政亦宇を拡大するだけである。

軍拡に基っく財政赤字は高金利政策を助長させ，貿易赤字を慢位化ずるシス 7

ムを作るであろう。財政赤字削減に伴う信用需要の減少は，金利と為替レ ト

を下げるであろうし，その結果アメりカの愉出は増大1.--，輸入は減少する。ア

メリカの金利低下は債務諸問の金利負担を減らし， ECその他の閏内投資を増

大台千，のみたらず雇Jliを増犬き什昂ご土がで;d-る。主主F対外的には，事らに

軍事賢の 5%を削減し，紐付きでない途上国援助費を増大L 途上国の要請す

る「共通基金」制度に参加し途上国の自立の条件に役立てる対外経済政策を

選択すべきであろう。一方自本政府は当面アメリカに対してドル高政策の変更

を求め，短期資金の流出を抑制しその資金を福祉型公共投資，都市整備関連

投資にまわし，内需鉱大策を選択し，輸入増を図るべきであり，さらに賃金上

昇率7%の実施と大幅減成政策による閣内需要拡大策によって対外貿易摩擦を

少なくする道を選択すべきであろう o

IV あとがき

:El!代資本主義の経済政策の課題は，現代資本主義の問題群を明らかにし，労

働者，巾民，白立した経営者の生活と福祉の量・質の増大を目差した政策大系

を多面的に明らかにすることにある。

現代資本主義のもつ莫大な生産力を労働者，市民，経営者を主体とする国民

全体の生活と1百祉に役立たせるシステムを作ることにある。現代の資本主義の

寡占体制と国家の集権的統治システムを民主主義的経済政策に変更Lてい〈こ

とにある。

先進国における民主主義的経済政策を志向する市民，労働者，自立した経営

者の各集団，民主主義諸政党は従来の集権的管理型経済政策から自主，白由，

公平，社会的平等を基本にした分権的自主管理型経済政策を志向すべきではな
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かろうか。一方現代資本主義の世界構造を改卒するためには，途上国の要求す

る新国際経済秩序を具体化することにあり，先進国はこうした課題に具面巨に

答えていくべきであろう。

先進国における当面の民主主義的政策課題は，平和・軍縮路線を定着しつつ，

完全雇用の制度化，教育，医療，住宅の各費用の社会化，産業の自己革新，労

働条件の改革，労働生産性の革新，成長型財政構造の市民化，環境保全と創造，

老若世代の共働イヒ，福祉化，回際相互依存の量・質の強化，民主主義制度の徹

底化などを実現することにあろう。今後，こうした政策を体系化しつつ，現代

資本主義を変草する政治経済学を示すことにあろう。

〔同本における独自な巾民社会科干体系を構築している平田教授にとって定年はないで

あろう。にも拘らず，教授の定守退'E';を記念して，わた〈しの貧しい論稿を捧げたいn

教授の新しい社会科学創造の旅に貢献できればと日買っている。平田教授に栄光あれ。〕

(判1奈川大教授〕

一一一1985・10・30・5己


